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出典：裁判所ホームページ（https://www.courts.go.jp）の裁判例情報をもとに作成 

事件番号 昭和 44(オ)180 原審裁判所名 名古屋高等裁判所 

事件名 損害賠償請求 原審事件番号 昭和 43(ネ)344 

裁判年月日 昭和 44 年 5 月 27 日 原審裁判年月日 昭和 43 年 11 月 27 日 

法廷名 最高裁判所第三小法廷   

裁判種別 判決   

結果 棄却   

判例集等 集民第 95 号 415 頁   

 

判示事項 農地の二重売買において売主の一方の買主に対する債務が履行不能とならない

とされた事例 

裁判要旨 農地の二重売買において、売主が一方の買主のために所有権移転請求権保全の

仮登記を経由し、さらに右買主がこれを第三者に転売しても、売主の他方の買

主に対する債務は履行不能とならない。 

 

全 文 

主    文 

本件上告を棄却する。 

上告費用は上告人の負担とする。 

理    由 

上告代理人下田金助の上告理由一、二について。 

原審の認定した事実関係のもとにおいては、被上告人らが本件農地を訴外Ｄに売り渡し、Ｄ

のため所有権移転請求権保全の仮登記を経由し、さらにＤにおいてこれを訴外Ｅに売り渡し

たからといつて、被上告人らが本件売買契約に基づいて上告人に対し負担する債務が履行不

能に確定したものとはいえない旨の原審の判断は正当として是認できる。なお、所論のよう

に、被上告人らがＤとの間になされた本件農地の売買契約を解除し、かつ、前示仮登記の抹消

登記手続を経由した後でなければ、上告人のため農地法五条所定の許可を受けることが不可

能であると解すべき根拠はない。したがつて、原判決に所論の違法はなく、論旨は採用するこ

とができない。 

同三、四について。 

記録によれば、上告人は、第一審の第八回口頭弁論期日に、「本件は被告らの履行不能によ

る填補賠償を求めるものである」旨、その主張の趣旨を明らかにしているから、原判決の判断

に所論の違法はない。論旨は採用することができない。 

よつて、民訴法四〇一条、九五条、八九条に従い、裁判官全員の一致で、主文のとおり判決

する。 

(裁判長裁判官  田中二郎  裁判官  下村三郎  裁判官  松本正雄  裁判官  飯村義美 裁判

官  関根小郷) 

 

 

※参考：判例タイムズ 236 号 122 頁、判例時報 560 号 45 頁、金融商事判例 168 号 5 頁、ジ

ュリスト 1179 号 126 頁 

 


